
※令和6年1月１日時点、19

になる

国民健康保険は、加入者が病気やけがをしたとき、安心して医療が受けられるように、
ふだんから国保税を出し合い、お互いに助け合うための制度であり、沖縄県と各市町村が
ともに運営しています。

※資格の取得・喪失は都道府県単位になりますが、同一都道府県内の他市区町村へ住所が変わった
　場合でも、市区町村への転入・転出の届け出をお願いします。

令和6年度より軽減の基準が変わりました。（赤字が変更となる箇所です）
世帯に未申告の方がいると、

ご自身の所得申告の状況は納付書の P3 をご確認ください。

都道府県

必要なもの（マイナンバーカード又は本人確認書類と以下のもの）

都道府県

同じ都道府県内

交通事故など、第三者から傷病を受けて、
国保でお医者さんにかかるとき 事故証明書（後日でも可）、保険証、印かん

令和 6年６月

令和 6

税率の詳細は
３ページをご確認
ください。

基礎控除額（43万円） ＋10万円×（給与所得者等の数-1）以下
基礎控除額（43万円） ＋29.5万円×（被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数-1）以下
基礎控除額（43万円） ＋54.5万円×（被保険者数）＋10万円×（給与所得者等の数-1）以下



　子育て世帯の負担軽減を図るため、国民健康保険に加入している未就学児（6歳に達する日以後
の3月 31日までの間にある方）に係る均等割額の2分の1を減額します。

【例】令和６年４月が出産予定日の場合（色付きの期間が免除措置対象期間）
単胎妊娠の場合
多胎妊娠の場合

1月
1月

当面の間
２年間
２年間

令和 6.1.31 令和6.2.1～令和 7.3.31

89

65

24

17

令和 5

43

令和6年度の税率・税額は、下表のとおりです。令和６年度より課税限度額が変わりました。
（赤字・下線部分が変更となります。）

10.

未就学児に係る均等割の減額

9.

11.

106

7.

　子育て世帯の負担軽減を図るため、出産される国保加入者の国保税の「所得割」と「均等割」が
産前産後期間の４ヶ月間（多胎妊娠の場合は６ヶ月間）は免除されます。
※申請は出産予定日の６ヶ月前から可能です。

産前産後期間における国保税の免除8.

天災、失業
などによる
所得激減

2月
2月

3月
3月

★4月
★4月

5月
5月

6月
6月

7月…
7月…

減免の申請期限はその年度の３月15日までです。　（例）令和６年度の国保税は令和７年３月15日まで


